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中京大学法科大学院講演会
「アメリカ法におけるスポーツ法の最前線」解題
 中京大学法科大学院 教授　石堂　典秀
　中京大学法科大学院では、12月18日にフロリダ大学教授ダン・コノットン教授をお招きし、「アメ
リカ法におけるスポーツ法の最前線」ということでご講演いただいた。
　教授は1995年にフロリダ州立大学にて博士号（教育体育）を取得され、1995年からフロリダ大学
客員准教授となり、1998年より同大学教授となられ、フロリダ大学「ツーリズム及びレクレーショ
ン、スポーツ・マネジメント学科」に所属され、「スポーツ・マネジメント」をご担当されている。
『スポーツ法入門（IntroductiontoSportLaw）』（Champaign,2009）『スポーツ･レクレーション活
動におけるリスクマネジメント』（Champaign,2008）など多数のご著書 ･ご論文がある。現在、コ
ノットン教授はAED研究、肥満予防対策、交通安全対策の委託研究をされているということであ
る。AED研究に関しては、心臓病学会から委託を受け、AED普及に向けた研究活動をされておら
れるとのことである。教授によれば、アメリカでは年間３5万人の人が突然死している。そのうちの
50％の人は、心停止から 5分以内でAEDが使われていれば、助かっていたと言われている。公共
の場で心停止がもっとも発生しやすいのが、球場などのスタジアム、ゴルフコース、フィットネス
クラブなどであるが、これら施設ではAEDの設置が遅れている。その理由が、施設管理者はAED
を使って助からなかった場合の訴訟について心配しているのであるが、AEDの使用に関しては免
責規定が全米で認められており、これら規定を管理者たちが知らないことが普及の阻害原因とされ
る。また、肥満予防研究に関しては、アメリカでは子どもたちの肥満の蔓延が深刻な状況にあり、
放課後の学校スポーツ施設等の開放を呼びかけているのであるが――特に貧困地区における肥満の
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蔓延が深刻な状況にあるということで――校長等の施設管理者は施設内の事故を心配して施設の開
放に躊躇しているということであった。こちらも州法上の免責規定を施設管理者が知らない結果で
あり、いかに法教育が重要であるか説かれていた。交通安全対策に関しては、フロリダ州はアメリ
カで最も交通事故による死傷者数が多い州とのことで、フロリダ州交通局から委託を受け、歩行者
及び自転車の安全のための施策や法改正に従事されているとのことであった。コノットン教授の講
演内容については、後掲のパワーポイントのスライドを見ていただければよく理解していただける
と思われるが、便宜上、拙い訳述も合わせてご覧いただければ幸いである。
●スポーツと法
　スポーツビジネスはここ20年の間に様々なビジネスが行われていて、少年スポーツから高校、大
学、プロスポーツ、オリンピックスポーツも含めると巨大な産業になりつつある。そして、アメリ
カのロースクールにおいてはスポーツ法を設置するロースクールが増えてきている。その扱うテー
マとしては、不法行為、契約、雇用関係、代理関係、男女差別、憲法、教育問題、薬物テスト、ガ
バナンス、反トラスト、労働法など、スポーツを取り巻く環境には多様な法的問題があるというこ
とである。特に、今回は、アメリカにおけるプロスポーツと大学スポーツでの最新の話題や問題点
を取り上げてみる。
●スポーツと暴力（AthleteViolence）
　アメリカンプロフットボール（NFL）では、選手による暴力事件が多発してきている。コノット
ン教授によると2000年以降に７３0人の選手が逮捕され、201４年だけでも４７人が逮捕されている。そ
の理由の多くが飲酒による運転や暴力、家庭内暴力であった。その中で最近の有名な事件としてレ
イ・ライス選手とエイドリアン・ピーターソン選手の起こした事件を紹介していただいた。
　レイ・ライス選手による妻への暴力が発覚し、協会はライス氏に対し 2試合の試合出場停止と罰
金を決めたが、後に同選手がエレベーター内で妻を殴打する衝撃的な映像がネット上で公開され、
大問題となり、無期限の試合出場停止という処分を受ける。ピーターソン選手は、子どもへのしつ
けと称して虐待を行っていたことが発覚し、逮捕される。ピーターソン自身はライスと同じ程度の
措置を期待していたが、NFLに対する風当たりが強くなり、ついにはオバマ大統領もNFLは DV
問題で立ち遅れているとの声明も出されるなど、NFLは「行動規範」を策定するに至る。しかし、
NFL選手による暴力事件の背景にはボクシングやサッカーなどの接触スポーツにみられる、いわゆ
る「後遺症」があるのではないかと言われている。
●脳震盪訴訟（ConcussionLitigation）
　NFL選手４500人が原告となりクラスアクションを提起した。201３年 8 月に和解案として、医療検
査、脳震盪による補償、医療検査、研究費として ７億６500万ドルが提示されたが、裁判官はこれを
不十分であるとして拒否した。その理由というのが、タバコ訴訟と同じように、被告側は脳震盪の
危険性についてかなり以前から認識していたにもかかわらず、これを放置し被害を拡大してきたと
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いう点にあった。
　全米大学体育協会（NationalCollegiateAthleticAssociation：以下NCAA）も同様に現役及び元
アメフト選手から集団訴訟を提起され、こちらは７000万ドルで和解がなされた。NCAAでは、脳震
盪を起こした（疑いのある）選手については、医師の診断を受けなければ、グランドに戻ることが
できないというルールを作った。
●スポーツ選手の保護（AthleteProtection）
　アメリカではコーチによる子どもたちへの虐待、特に性的虐待が問題となっており、アメリカ水
泳協会では、スポーツ選手、特に未成年の保護のため、様々なルール作りに取り組んでいる。まず、
コーチの採用段階においてはコーチの犯罪歴を調査することが義務付けられており、特に性的虐待
の経歴などがある場合にはコーチとして不適とされる。協会ではコーチの名前を入力するだけで、
これまでの犯罪歴が分かる検索システムを提供している。そして、練習中など虐待を目撃した人は
協会に通報することが義務付けられている。また、大人の同乗者がいない場合に、コーチの車に選
手が同乗することを禁止するなどの行動規範定められている。
●いじめ（Hazing）
　現在、アメリカでは４４州においていじめ禁止法が制定されている。しかし、それらは統一されて
おらず、各州で違いがみられる。
　NCAAでは、「いじめとは、ある集団に加わる人に対してなされる行為で、屈辱的な ,威圧的な、
言葉によって卑しめるような、あるいは人の健康及び安全を脅かすものである」と定義している。
そして、いじめは、そのような行動に加わるという意思にかかわらず、そのような行為 ･出来事へ
の積極的 ･消極的な参加を含んでいる。
いじめを防止する重要な概念として以下の項目が挙げられている。
　・いじめを起こさせない予防策が事後対応よりもはるかに有効であるということ
　・いじめとは何かを定義し、いじめの事例を明示していくこと
　・飲酒は対抗する能力を低下させる
　・「事の重大さ」は客観的な損害で常に測ることはできない。身体的な損害と同様に精神的損害も
その個人にとっては重大な損害である。
　・いじめに対しては非寛容政策がとられるべきである
　・多くの人は、彼らが受けたいじめについて語るよりも選手を辞めてそこから離れて行っている。
　・強力な実施力のある施策とともに、オープンで率直な対話がいじめを予防することになる。
●ロックアウト（ProfessionalSports–Lockouts）
　最近の ４大メジャースポーツに共通して見られる傾向として、選手側がストライキ権を行使する
のではなく、オーナー側がロックアウトという形で対抗するようになってきているということであ
る。MLBでは団体交渉が201６年12月まで延期されてきているが、ナショナルホッケーリーグ（NHL）
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では2012年－201３年シーズンで予定されていた全110日以上にも及ぶロックアウトが行われた。ロッ
クアウトの背景には選手の給与の高騰により、給与のキャップ（上限枠）制や 1シーズンあたりの
試合数を増やしたいというオーナー側の思惑が働いているようである。
●学生選手の肖像権（Student-athletelikeness）
　NCAAが学生選手にパブリシティ権の対価を払うことなく、スポーツゲームソフトメーカーで
あるエレクトロニック・アーツ社 (EAスポーツの運営会社 ) へのライセンス供与で多額の収益を得
ているとして、肖像権の侵害などを理由に、同社やNCAA等を被告として損害賠償を申し立てた。
NCAAは「大学スポーツの人気と伝統を保つためには、アマチュア規定が必要」と主張したが、退
けられ、NCAAについては2000万ドル、EAについては４000万ドルを支払うことが命じられた。
●大学による単位詐称事件（AcademicFraud）
　201４年にノースキャロライナ大学でいくつかの講義が実際に開講されることなく、 1枚のレポー
トのみで単位認定がされていたことが発覚した。199３年から2011年にかけて、３100人の学生が関
与していたとみられ、そのうち約半数がスポーツ選手であったことが判明し現在、NCAAは調査中
ということで、今後大学に対して厳罰がなされる可能性が高いとされている。
●タイトル IXとジェンダー問題（GenderDiscrimination&TitleIX）
　19７2年、連邦政府は学校教育の場で男女差別を解消する目的で教育修正条項第 9条が制定された。
第 9条は「何人も性別を理由として、連邦の公的資金を受け取る教育プログラム、又は活動におい
て、これらの恩恵や参加を拒否され、差別を受けてはならない」と規定する。
　NCAAは、「参加」「金銭的支援」「学生選手の処遇」の ３つの領域で同条の遵守を求めている。ま
ず、「参加」に関しては、学生の関心や能力に応じた受け入れ態勢となっていることが求められる。
そして、「金銭的支援」については、男女の選手が参加に応じた奨学金の支給を受けることが確保さ
れていること、「処遇」についてはスポーツ用具の提供、ゲームの試合数、練習時間、旅費 ･日当、
チューターの提供、コーチ、ロッカールーム、練習･競技場、医療･トレーニング施設･サービス、
住居 ･食事サービス、広告・PR活動、学生のリクルートなどの面において男女平等の取り扱いを
求めている。
　そして、これら領域での達成を測定するものとして、以下の ３つの基準が適用されている。①男
女の参加機会がその登録数に応じて比例しているか、②一方の性に偏っている場合、不平等な状況
にある性のためにプログラムを拡大するような努力がなされてきたか、③現行のプログラムが不平
等な状況にある性の関心及び能力に十分に応じたものとなっているか。これら基準が満たされない
場合には、政府の財政支援がカットされることになる。
　NCAAのプログラム参加率でみると、４5万人の学生が参加し、その内男女の比率が大体 ６対 ４の
割合となっている。チーム競技でみると、1990年以降、女性のチームが22６0チーム増加したのに対
して、男性のチームは2７0チームであった。競技種目でみると、サッカー、ゴルフ、室内外陸上競
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技、クロスカントリー、ソフトボールについて女性チームの増加が顕著であった。一方、レスリン
グ、体操、水泳について男性チームは減少してきている。
●薬物検査体制（DrugTesting）
　コノットン教授によれば、アメリカの若者の間でのプロテイン等による薬物の蔓延が深刻な問題
となっている。その理由として、競技能力だけでなく、筋肉等の外見上の効果を期待して利用する
若者も多いという。
　高校では薬物の使用は必ずしも違法とはなっていない。この点に関して、Vernonia事件（Vernonia
SchoolDistrict４７Jv.Acton,515U.S.６４６(1995)）では、高校の規則で、ランダムに選ばれたスポー
ツ選手が薬物検査を受けるという規則の違憲性（修正第 ４条）が争われた。裁判所は、個人のプラ
イバシーの権利と政府の侵害とが比較衡量され、州の利益が相当なものである場合には、違憲では
ないと判断している。
　NCAAではチャンピオンシップとDivison 1 と Divison 2 の選手については年間を通じた検査を
しているが限定的なものに留まっている。ほとんどが教育機関での検査に任されている。薬物違反
については、初犯の場合には 1年間の出場停止となるが、再犯については永久追放となる。
　プロスポーツについても薬物検査が行われているが、オリンピック競技と比べると厳しいもので
はない。また、競技リーグによって対象となる薬物も異なり、かなり限定的なものになっている。
NFLでは、マリファナ、飲酒運転、成長ホルモンを対象としている。また、MLBでは、成長ホル
モンの使用などがチェックされ、全選手がスプリング・トレーニング中とシーズン中にそれぞれ 1
度ずつ検査が義務づけられている。これ以外にもシーズン中にはランダムに選んで行う抜き打ちの
尿検査を倍に増やし、オフシーズンの検査も増やしている。NBAは成長ホルモンを除外したり、事
前告知による検査などに留まっている。
●NCAAのギャンブル禁止規則（NCAAGamblingRule）
　NCAAではカンファレンスのメンバー、加盟大学のスポーツ局の職員、学生選手は、以下の行為
が禁止されている。
　・ギャンブル主催団体への情報提供、大学間競技チームについての賭けの勧誘行為もしくは賭け
の応諾行為、金銭以外の物も含めた大学間競技チームについての賭け行為
　・ブックメーカー、賭け専用カード、その他組織的なギャンブル手法を使って、大学間競技やプ
ロスポーツへの賭け行為に参加すること
　違反行為をした学生は自分の出場する競技種目であった場合には、永久追放となる。それ以外の
場合には、 1年間の出場停止となるが、スポーツ賭博は犯罪であるため、学生選手でも刑務所に行
くことになるかもしれない。
●NCAAの大変革（NCAA-BigChangesAhead）
　NCAAは、「Big 5 カンファレンス」により自治権を与え、独自のルールを作成することを認め
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た。アメリカにおいてカンファレンスは地区ごとのリーグのようなもので、「Big 5 」とは、SEC,
ACC,Big10,Big12,PAC12から構成されるカンファレンスを指している。この結果、これらカン
ファレンスに属する学生には奨学金や医療保障などが充実することになるが、他の学生とのギャッ
プが開くこととになる。
　カレッジフットボールについては、201４年度シーズンからランキング上位 ４チームによるプレイ
オフ開催の運びとなった。上位 ４校の選出方法は、専門の委員会によって選出される。これら放映
権については、ESPNとの間で12年間の放映権に対して年間 ４億７000万ドルが支払われる合意がな
された。
●アマチュア主義（PrincipleofAmateurism）
　NCAA規則2.9（アマチュア主義の原則）は「学生選手は大学間スポーツにおいてアマチュアでな
ければならない。競技への参加は、教育及び参加によってもたらされる身体的 ･精神的・社会的恩
恵によって動機づけられていなければならない。大学間スポーツ競技への参加が本分であり、学生
選手はプロスポーツや商業的企業の搾取から保護されなければならない」と規定している。NCAA
の改革はこのようなアマチュア規定を維持することができるのであろうか。
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